
 

    福知山市外国人介護人材定着支援金交付事業実施要綱 

 

令和６年８月１４日告示第１８３号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内の介護人材の確保及び定着を支援し、もって介護

サービスの安定した供給に資することを目的として、市内の介護事業所に

勤務する外国人に福知山市外国人介護人材定着支援金（以下「支援金」と

いう。）を交付することについて、福知山市補助金交付規則（昭和２８年福

知山市規則第５号）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

（１）介護事業所 市内に所在する介護事業所等であって、次に掲げるものの

いずれかに該当するものをいう。 

ア 介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定に基づく指定居宅サービ

ス事業所、指定地域密着型サービス事業所、指定居宅介護支援事業所、介

護保険施設、指定介護予防サービス事業所、指定地域密着型介護予防サー

ビス事業所及び指定介護予防支援事業所 

イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第２８条に定める障害福祉サービスを行う事業所及

び同法第７７条に定める地域生活支援事業を行う事業所 

ウ 市長がア及びイで定める事業所と同等と認める事業所 

（２）外国人介護職員 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１

９号）別表第１の２に定める在留資格「介護」又は「特定技能」により

介護事業所に勤務する者であって、利用者への介護サービスの提供や相

談、指導業務等に専ら従事するものをいう。 

（３）運営法人等 介護事業所を運営する法人又は個人をいう。 

（４）常勤雇用契約 次に掲げる要件を全て満たす雇用契約をいう。 

 ア 運営法人等と外国人介護職員が直接締結する雇用契約であること。 

  イ 運営法人等が定める常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間の勤

務時間が３２時間を下回る場合は３２時間）に達していること。ただ

し、常勤の計算に当たり、職員が雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法律第１１３号）第１３条

第１項に規定する措置又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行

う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第７６号。以下「育児・介護



 

休業法」という。）第２３条第１項、同条第３項又は同法第２４条に規定

する所定労働時間の短縮等の措置若しくは厚生労働省「事業場における

治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業者が自主的

に講じる所定労働時間の短縮措置が講じられている場合、週３０時間以

上の勤務で常勤として扱う。 

  ウ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）に定める一般被保険者又

は高年齢被保険者であること。 

（５）勤務 外国人介護職員が運営法人等との常勤雇用契約に基づき、介護

事業所において介護に従事することをいう。 

（支援金の種類及び金額） 

第３条 支援金の種類及び金額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号

に定める金額とする。 

（１）６か月支援金 ５万円 

（２）１年支援金 ５万円 

（３）２年支援金 １５万円 

（４）３年支援金 １５万円 

（５）４年支援金 １０万円 

（６）５年支援金 １０万円 

（支援金の交付対象者） 

第４条 支援金の交付対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の

各号に掲げる支援金の種類の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期間

を超えて介護事業所に勤務する外国人介護職員とする。 

（１）６か月支援金 ６か月 

（２）１年支援金 １年 

（３）２年支援金 ２年 

（４）３年支援金 ３年 

（５）４年支援金 ４年 

（６）５年支援金 ５年 

（交付対象者となることができない者） 

第５条 過去に支援金の交付を受けた者であって、勤務する介護事業所を次

に掲げる理由（以下「特定退職理由」という。）以外の理由で退職したもの

は、交付対象者としない。 

（１）国民年金の脱退一時金又は厚生年金保険の脱退一時金の給付を受ける

ための一時帰国 

（２）在留資格「技能実習」からの資格変更 

（３）出産（退職後６週間以内に出産する予定がある場合に限る。） 



 

（４）育児 

（５）その他市長が認める理由 

２ 過去に支援金の交付を受けた者であって、勤務する介護事業所を前項第

３号又は第４号に掲げる理由で退職したものは、当該理由に係る子が２歳

に達する日までに介護事業所において常勤職員として勤務しなかったとき

は、交付対象者としない。 

３ 過去に支援金の交付を受けた者であって、次に掲げる理由（以下「特定

契約変更理由」という。）以外の理由で勤務する介護事業所の運営法人と雇

用契約の変更（常勤雇用契約を終了し、新たに常勤雇用契約以外の雇用契

約を締結することをいう。以下同じ。）を行ったものは、特定退職理由以外

の理由で退職したものとみなして、第１項の規定を適用する。 

（１）出産（６週間以内に出産する予定がある場合に限る。） 

（２）育児 

（３）介護 

（４）業務又は通勤による負傷又は疾病（労働者災害補償保険法（昭和２２

年法律第５０号）第７条第１項第１号又は第２号の保険給付の対象とな

るものに限る。次条第１項第３号において同じ。） 

（５）その他市長が認める理由 

４ 過去に支援金の交付を受けた者であって、特定契約変更理由により勤務

する介護事業所の運営法人と雇用契約の変更を行ったものは、次の各号に

掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる日までに運営法人等と常勤

雇用契約を締結しなかったときは、交付対象者としない。 

（１）前項第１号又は第２号に掲げる理由により雇用契約の変更を行った者 

当該理由に係る子が２歳に達する日 

（２）前項第３号から第５号までに掲げる理由により雇用契約の変更を行っ

た者 市長が別に認める日 

５ 介護事業所を退職後１年を経過していない者は、交付対象者としない。

ただし、第４条各号に定める期間を超えて勤務した後に退職した者で、第

７条に定める期限までに交付申請を行った者は、この限りでない。 

（勤続期間の計算） 

第６条 交付対象者が勤務開始日以後に次に掲げる休業をしたときは、月の

出勤すべき日のうち半数以上休業をした月数は、交付対象者が同一の介護

事業所に勤務する期間（以下「勤務期間」という。）に算入しないものとす

る。 

（１）育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業 

（２）育児・介護休業法第２条第２号に規定する介護休業 



 

（３）業務又は通勤による負傷又は疾病による休業 

（４）その他市長が勤続期間に算入することが適当でないと認める休業 

２ 交付対象者が月の出勤すべき日のうち半数以上欠勤した月数は、当該交

付対象者の勤続期間に算入しない。 

３ 交付対象者が初めて交付を受けた支援金に係る勤続期間の起算日から５

年を超えた日後の日は、当該交付対象者の勤続期間に算入しない。ただし、

国民年金の脱退一時金又は厚生年金保険の脱退一時金の給付を受けるため

の一時帰国に要する期間については、５年を超えた後、一時帰国した期間

と同期間勤務を継続することにより、勤続期間に算入することとする。 

（交付申請） 

第７条 支援金の交付を受けようとする者は、福知山市外国人介護人材定着

支援金交付申請書兼請求書（別記様式第１号）に、市長が必要と認める書

類を添付して、市長に申請しなければならない。 

２ 前項の申請は、支援金の種類に応じ、勤続期間を超えた日の属する月の

翌月末日までに行わなければならない。ただし、当該期限までに申請を行

わなかったことについて特別な事情があると市長が認める場合は、この限

りでない。 

３ 第４条に定める期間は、同条各号に定める勤務期間満了と外国人介護職

員の在留期限の時期を同じくする場合には、運営法人等が発する勤務期間

満了見込証明書を添付することにより、勤務期間の満了から４月前以降の

申請を認める。 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、

交付することを決定したときは福知山市外国人介護人材定着支援金交付決

定及び交付確定通知書（別記様式第２号）により、交付しないことを決定

したときは福知山市外国人介護人材定着支援金不交付決定通知書（別記様

式第３号）により、当該申請をした者に通知するものとする。 

（請求及び交付） 

第９条 前条の規定により交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」とい

う。）は、第７条において提出された福知山市外国人介護人材定着支援金交

付申請書兼請求書をもって補助金の請求を行ったものとする。 

２ 市長は、前項の規定により適法な請求書を受け付けたときは、当該受付

の日から３０日以内に支払を行うものとする。 

（支援金の返還等） 

第10条 市長は、第８条の規定による交付決定を受けた者が偽りその他不正

な手段により支援金の交付を受けたと認めるときは、当該交付決定を取り



 

消すものとする。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消した場合において、当該取

消しに係る支援金を既に交付しているときは、当該支援金の返還を求める

ものとする。 

（委任） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付について必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

  この要綱は、令和６年８月１４日から施行し、令和６年４月１日から適用

する。 

 

  



 

別記様式第１号（第７条関係） 

福知山市外国人介護人材定着支援金交付申請書兼請求書 

年  月  日 

福知山市長 様 

 

申請者（住所） 

   （氏名） 

 

 福知山市外国人介護人材定着支援金の交付を受けたいので、福知山市外

国人介護人材定着支援金交付事業実施要綱第７条の規定により、関係書類

を添えて下記のとおり申請します。また、交付決定（兼額の確定）された際

には、その確定した額の支払を請求します。 

 

記 

 

１ 交付を申請する支援金の種類及び金額 

（１）支援金の種類  

（２）支援金の金額  

（３）添付書類 勤務する介護事業所の勤務証明書 

 

２ 振込先（次の口座に振込を依頼します。） 

（１）ゆうちょ銀行を除く金融機関 

振込

口座 

金融機関名 

      銀行・信用金庫        本店・支店 

      信用組合・農協        出張所 

フリガナ  預金種目  普通  当座 

口座名義  口座番号        

（２）ゆうちょ銀行 

記号      －  番号         

フリガナ 
 

口座名義 
 



 

別記様式第２号（第８条関係） 

 

福知山市外国人介護人材定着支援金交付決定及び交付確定通知書 

 

 

 年 月 日 

 

 

 様 

 

福知山市長  

 

 

 

    年  月  日付けで交付申請のあった福知山市外国人介護人材定

着支援金については、次のとおり決定しましたので、福知山市外国人介護人材

定着支援金交付事業実施要綱第８条の規定に基づき通知します。 

 

 

 

 

１ 支援金の種類  

２ 支援金の金額  

 

  



 

別記様式第３号（第８条関係） 

 

福知山市外国人介護人材定着支援金不交付決定通知書 

 

 

 年 月 日 

 

 

 様 

 

福知山市長  

 

 

 

    年  月  日付けで交付申請のあった福知山市外国人介護人材定

着支援金については、下記理由により交付しないことと決定したので、通知し

ます。 

 

 

（不交付の理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部課 

 


